
第 １ ７ 期 計 算 書 類
（令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで）

　　　貸借対照表

　　　損益計算書

　　　株主資本等変動計算書

　　　個別注記表

古河マグネットワイヤ株式会社



　　　　　令和８年３月３１日　現在

金　　額 金　　額

流動資産 4,562,795 47% 流動負債 5,343,747 55%

現金及び預金 2,971 買掛金 1,880,955

売掛金 2,544,450 短期借入金 2,573,188

製品 703,815 未払金 361,318

原材料 237,967 賞与引当金 153,903

仕掛品 199,567 未払費用 319,175

短期貸付金 10,000 未払法人税等 4,627

未収入金 455,586 未払消費税等 10,334

未収還付法人税等 29,737 有償支給取引に係る負債 26,468

前払費用 5,847 その他流動負債 13,775

有償受給取引に係る資産 372,851

固定資産 5,201,557 53% 固定負債 2,190,544 22%

（有形固定資産） 3,140,781 32% 長期借入金 1,134,000

建物 1,301,266 退職給付引当金 957,489

構築物 34,475 資産除去債務 92,943

機械装置 921,321 その他固定負債 6,111

車両運搬具 3,254

工具器具備品 128,437

土地 136,753 負債合計 7,534,291 77%

建設仮勘定 615,273

（無形固定資産） 1,609 0% 株主資本 2,236,506

ソフトウェア 1,609 資本金 96,000

資本剰余金 2,083,549

（投資その他の資産） 2,059,166 21% 　資本準備金 2,083,549

関係会社株式 1,669,569

その他投資 4,331 利益剰余金 56,956

繰延税金資産 385,266 　その他利益剰余金 56,956

評価・換算差額等 △ 6,443
繰延ヘッジ損益 △ 6,443

純資産合計 2,230,062 23%

資産合計 9,764,353 100% 負債・純資産　合計 9,764,353 100%

注）　記載金額は千円未満を切捨てて表示しております。

貸　借　対　照　表

科　　目 科　　目

（単位：千円）



損　益　計　算　書
（令和７年４月１日～令和８年３月３１日）
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　注）　記載金額は千円未満を切捨てて表示しております。
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（令和７年４月１日～令和８年３月３１日）

（単位：千円）

その他利益剰 余金 利益剰余金合計

資本準備金 繰 越 利 益 剰 余 金

期首残高 96,000 2,083,549 △ 28,160 △ 28,160 2,151,389 △ 945 △ 945 2,150,443

当期純利益 85,117 85,117 85,117 85,117

剰余金の配当 － － － －

株主資本以外の変動額 △ 5,498 △ 5,498 △ 5,498

合計 － － 85,117 85,117 85,117 △ 5,498 △ 5,498 79,618

当期末残高 96,000 2,083,549 56,956 56,956 2,236,506 △ 6,443 △ 6,443 2,230,062

　注）　記載金額は千円未満を切捨てて表示しております。
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（１）重要な会計方針に関する注記

　　①有価証券の評価基準及び評価方法
　　　　１）子会社株式及び関連会社株式 ・・・・・・・・ 移動平均法による原価法により評価しております。

　　②棚卸資産の評価基準及び評価方法 ・・・・・・・・
低下に基づく簿価切り下げの方法）により評価しております。

　　③固定資産の減価償却の方法
　　　　１）有形固定資産 ・・・・・・・・ 定額法を採用しております。

　　　　２）無形固定資産 ・・・・・・・・ 定額法を採用しております。

　　④ヘッジ会計の方法 ・・・・・・・・ 繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、為替予約について振当
処理の要件を満たしているものは、振当処理を採用しております。

　　⑤引当金の計上基準
　　　　１）賞与引当金 ・・・・・・・・

上しております。

　　　　２）退職給付引当金 ・・・・・・・・
付債務の見込額に基づき計上しております。

　　⑥消費税等の会計処理方法 ・・・・・・・・ 税抜処理を採用しております。

　　⑦グループ通算制度の適用 ・・・・・・・・ グループ通算制度を適用しております。

　　⑧重要な収益及び費用の計上基準 ・・・・・・・・ 当社と顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主
な履行義務の内容及び当該履行義務を充足する通常の時点（収益
を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。
（製品の製造販売）
当社の主な事業は、電線および金属線の製造・販売であります。製
品の製造・販売については、主に完成した製品を親会社に引き渡す
ことが履行義務であると判断しております。そのため法的所有権、
製品の所有に伴う重大なリスクと経済価値、物理的占有の移転及び
対価の支払いを受ける権利が製品の引き渡し時点で生じると総合的
に判断し、国内取引は主として顧客への製品の引き渡し時点で製品
に対する支配が顧客に移転し、履行義務が充足されたと判断してお
りますが、製品の出荷日から引き渡し日までが通常の期間であるた
め重要性等に関する代替的な取り扱いを選択し、出荷された時点で
収益を認識しております。また貿易取引は主としてインコタームズ等
で定められた貿易条件に基づき、リスク負担が顧客に移転した時に
収益を認識しております。その他に顧客から原材料等を仕入れ、加工
を行ったうえで顧客に販売する有償受給取引において、当社が原材
料等の支配を獲得していないことから棚卸資産として認識せず、加工
料相当額のみを純額で売上計上しております。

（２）貸借対照表に関する注記

　　①有形固定資産の減価償却累計額 11,505,455 千円

個　別　注　記　表

従業員の退職給付に備えるため、当会計年度末における退職給

従業員の賞与の支給に充てるため、賞与支給見込額に基づき計

総平均法に基づく原価法（貸借対照表価額については収益性の



（３）株主資本等変動計算書に関する注記

　　①当会計年度末の発行済み株式の種類及び総数 ・・・・・・・・　普通株式　　　2,201株

　　②配当に関する事項

　　　 １）配当金支払額
　　　　　 無配のため該当事項はありません。

　　　 ２） 基準日が当会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌会計年度となるもの

（４）税効果会計に関する注記

　　　　繰延税金資産の発生の主な原因は、退職給付引当金の否認、賞与引当金の否認等であり、繰延税金負債の発
　　　生の主な原因は、繰延ヘッジ損益であります。

（５）収益認識に関する注記

　　（収益を理解するための基礎となる情報）
　　　　「（１）重要な会計方針に関する注記　⑧重要な収益及び費用の計上基準」に同一の内容を記載しているため、注記
　　　　を省略しております。

（６）一株当たり情報に関する注記

　　　一株当たりの純資産額 ・・・・・・・・ 1,013.2 千円
　　　一株当たりの当期純利益 ・・・・・・・・ 38.7 千円

（重要な後発事象）
    該当事項はありません。


